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　国会は衆参の予算委員会が終わり、補正予算の作成と来年度予算編成に向けて、各省庁間の動きや与党側との調整など、忙しい秋の陣を迎える。とはいえ、今月末から来月にかけて、G20やAPECの会合など韓国と日本において一連の経済問題を中心にした国際会議が続く。
■国際金融・経済から目が離せない
国際経済において、今春ごろから経済の停滞が顕著となり始め、アメリカにおいては失業率が10%の大台から低下することなく続き、最近では消費者物価指数の低下が顕著に進み、デフレの危険性が大きく報道されている。オバマ大統領は、中間選挙を前にして経済政策のかじ取り役を交代させたり、果敢な努力を示しているものの、なかなか経済が好転する兆しが見えない。必然的に、外需頼みとなり、金利の低下によるドルの価値の低下が進み、中国の人民元の引き上げを求める圧力を強めようとしている。日本の財務省も、9月15日に2兆円の為替介入を実施したが、一時的に円安に触れたものの再び80円台にまで切りあがり、1995年4月につけた1ドル79円75銭という過去最高の水準を超える直前まで進み始めているのだが、再び介入するかどうか、財務大臣は慎重に言葉を選びつつ市場との対話を進められているようだ。今後の国際金融の動きに十分な注意を払う必要がありそうである。
　それと同時に、FTAやEPAの世界的な動き、とりわけお隣の韓国の動きが急速に進み始めていることに注目したい。韓国は既にアメリカとのFTAを締結したり、中国やEUとも交渉を進展させており、日本との激烈な競争に有利な地歩を示し始めている。韓国の産業構造は日本と似ており、農業とりわけ稲作について保護政策を取り続けてきたわけで、日本の農業を保護することにだけ固執していれば、やがて大きな痛手を失いかねない危険性がある。せっかく直接所得保障政策を取り始めたわけで、国際農産物価格と生産者価格との差額を補填していくことでFTAやEPA、さらには停滞しているWTOのドーハラウンドを前進させていく必要があるのではなかろうか。気がついたときには日本だけが自由貿易から取り残されていた、という悪夢は避けたいものである。国際社会に打って出るという姿勢を政府自らとる必要がありそうだ。
■ICU(国際基督教大学)で講演

　国際社会に対して挑戦する、という話でよく出てくるのは、最近の若者が海外に出て行きたがらない、ということであった。実は先週14日、国際基督教大学で10時から約2時間半、政権交代について話す機会があった。小生の高校時代の後輩である西尾隆教授の計らいで実現したのだが、間に15分間の休憩を挟んだが、約2時間以上の講義を実に熱心に聴いていたのが印象的であつた。講義が終了しても直接質問に来た学生さんが3名もいて、なかなかバイタリティを感じさせてくれた。海外に出る出ないの話をしたわけではなく、政権交代にまつわるエピソードを中心にした話だったのだが、中には、物事を決定できるためには官僚になったほうが良いのか、それとも政治家になったほうが良いのか、という質問も出た。その質問者は女性であったが、意欲的であったことは間違いない。この授業には、市民の方も参加できる仕組みになっており、一般の社会人の方も参加されていた。その方たちから出てきた質問では、国債残高がGDPの200%近くにまで増大していることをどのように解決して言ったらよいのか、政治家はどう考えているのか、という質問であった。インフレによる大増税という戦争直後の解決策が、今日の日本では到底取りえない選択肢なのだが、財政再建だけでなく、社会保障の将来像を示して国民の負担を求めることと、政府に対する信頼を勝ち得ていくことの重要性を説明したのだが、一般の学生さんにとっては、まだまだ直接的な関心を呼ぶものにならなかったようだ。

■故郷である自治労北海道でも講演
　また、先週の15日、自治労北海道本部のOB、OGの方たちの会合があり、そこで1時間ばかり話す機会があつた。テーマは、政権交代の1年間を振り返って、というものだったのだが、実際には様々な裏話を交えて脱線気味に話をしてしまい、なんだか締まりのない話となってしまった。終わって、懇親会で軽くビールを飲みながら参加者と懇談を進めたのだが、小生が最初に北海道に来たときに仕事に就いた全道庁労働組合の書記長をされた高橋庸先輩が、「ところで、松本収君はどうしているのか」と聞かれ、彼は今仙谷官房長官の秘書官として活躍していますよ、と答えたところ、全道庁労働組合の調査室を創ったとき、主任研究員が小生で、続いて研究員として採用したのが松本収氏であったことを取り上げ、その二人が現在首相官邸で仕事をしていることに対して、率直に驚かれていた。もし、森尾昇元委員長(2006年に逝去された)が生きていたらどんなに喜んでいたか、と感慨深そうに話されていたのが印象的であつた。

　今週は、いよいよ内閣の中に社会保障と税に関する検討会議の発足も予定されている。また、税制調査会の専門家委員会も、所得税のあり方から深堀した論議が始まる。税制調査会や民主党のプロジェクトチームの会合も目白押しである。ここが、がんばりどころである。
